
（別記様式第１）

	　　年　　月　　日　

（商工会議所・商工会・石川県中小企業団体中央会）

　　　　　　　　　　様

所 在 地

(住　　所)

企 業 名

　　代表者名　　　　　　　　　　　 　　　　　

石川県地域商工業活性化融資に係る認定申請書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　般　　　　分

産学・産業間連携支援分

石川県地域商工業活性化融資制度要綱に基づき、別紙の事業　　子育て環境改善分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　女性就業促進支援分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業承継支援分
商　 業　 振　 興　 分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業活性化支援分
原油・原材料使用量
について認定を受けたいので申請します。

	石川県地域商工業活性化融資に係る認定書



	上記の事業は、石川県地域商工業活性化融資制度要綱２の
	(1)一　　　　般　　　　分

(2)産学・産業間連携支援分
(3)子育て環境改善分
(4)女性就業促進支援分
(5)事業承継支援分
(6)商 　業 　振 　興 　分

(7)企業活性化支援分
	に

	該当するものとして認定します。

　　　　年　　月　　日

（商工会議所・商工会・石川県中小企業団体中央会）

　　　　　　　　　　　　

（注意事項）

この認定を受けた後、取扱金融機関への借入れ申込み及び融資審査を経ることが必要です。また、保証付き借入れの場合には、加えて石川県信用保証協会の保証審査を経ることが必要です。


（別紙の記載事項（一般分・産学産業間連携支援分・子育て環境改善分・女性就業促進支援分））
事　業　計　画　書

	１　事業計画の概要

	(1) 事業の名称
	（主任担当　　　　　　　　　）

	(2) 実施場所
	

	(3) 実施期間
	（操業開始予定　　・　　・　　）

	(4) 実施目的
（※）

	

	
	※　子育て環境改善分の場合は、事業の内容を記載すること。
　　女性就業促進支援分の場合は、「事業の内容」及び「事業実施前と比較して女性にとってどのように職場環境が改善するか」の両方について、具体的に記載すること



	(5) 実施規模
	

	
	区　　　分
	数　　量
	金　　額
	内　　　　訳

	
	土地
	
	千円
	

	
	建物（附属設備含む。）
	
	
	

	
	主要設備
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合　　　計
	
	
	

	(6) 産学・産業間連携事業（産学・産業間連携支援分に限る。）
	

	
	補助等対象事業名
	補助等金額　　　　　　　　　千円

	
	（内容）



	
	

	(7)従業員の状況（女性就業促進支援分の場合のみ記載）

	
	現在の従業員数　　　　              人　（男性　　　人、女性　　　人）※
本件実施後の女性新規採用予定　  　　人 ※

	※パート等臨時雇用も含めて記載

	(8) 資金調達計画
	

	
	区　　　　分
	金　　　　　額
	金　融　機　関
	借入予定年月日

	
	当該借入金
	千円
	
	

	
	その他借入金
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	
	

	
	（添付資料）

１　建物平面図（施設等の新増設又は改築等の場合）

２　過去２事業年度の決算書の写し

３　所要資金の根拠資料（見積書、カタログ等）

４　商業登記簿謄本（法人の場合）

５　その他商工会議所等が必要と認めて指示する書類

	


（別紙の記載事項（事業承継支援分））
事　業　計　画　書

	１　事業計画の概要

	(1) 事業の名称
	（主任担当　　　　　　　　　）

	(2)　代表者
	（新（※1））
	（旧）

	(3) 承継区分
	□親族内承継　　　　　
続柄：　　　
	□従業員承継
役職：　　　
	□Ｍ＆Ａ
　

	(4)代表者の交代時期（※2）
	年　　　月　　　日

	(5)承継計画（※3）
	

	
	※1これから代表者になる予定の方を含む。
※2貸付後１年以内の交代予定時期を含む。　
※3事業承継に至るまでの課題解決に向けた計画及び承継後の事業計画について簡潔に記載。

	(6) 実施規模
	

	
	区　　　分
	数　　量
	金　　額
	内　　　　訳

	
	事業用資産
	
	千円
	

	
	株式
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合　　　計
	
	
	

	
	

	(7)資金調達計画

	
	区分
	金額
	金融機関
	借入予定年月日

	
	当該借入金
	　　　千円
	
	

	
	その他借入金
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	
	

	
	


（添付資料）

１　過去２事業年度の決算書の写し

２　所要資金の根拠資料（見積書、カタログ等）

３　商業登記簿謄本（法人の場合）
４　経営承継円滑化法第１２条第１項の規定による承認書の写し(２の(５)の②の場合)
５　株式評価額を記載した書類（株式の買い取りを行う場合）
６　事業譲渡契約書（のれんの買い取りを行う場合）
７　その他商工会議所等が必要と認めて指示する書類
（別紙の記載事項（商業振興分））

事　業　計　画　書

	１　事業計画の概要

	(1) 事業の名称
	（主任担当　　　　　　　　　）

	(2) 実施場所
	

	(3) 実施期間
	（操業開始予定　　・　　・　　）

	(4) 影響を受ける大型店
	（出　店　　    年　　月　　日）

	
	＜出店による影響の内容＞

	(5) 事業の内容
	

	
	

	(6) 実施規模
	

	
	区　　　分
	数　　量
	金　　額
	内　　　　訳

	
	土地
	
	千円
	

	
	建物（附属設備含む。）
	
	
	

	
	主要設備
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合　　　計
	
	
	

	
	

	(7) 販売促進を図るための運転資金明細表

	

	
	区分
	項　　　　目
	単位
	数　量
	単　価
	金　　額
	備　　考

	
	
	小　　　計
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	小　　　計
	
	
	
	
	

	
	
	小　　　計
	
	
	
	
	

	
	合　　　計
	
	
	
	
	

	
	(注)　区分ごとに該当する経費の明細を記入のこと。

	
	

	(8) 資金調達計画
	

	
	区　　　　分
	金　　　　　額
	金　融　機　関
	借入予定年月日

	
	当該借入金
	千円
	
	

	
	その他借入金
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	
	

	
	（添付資料）

１　建物平面図（施設等の新増設又は改築等の場合）

２　過去２事業年度の決算書の写し

３　所要資金の根拠資料（見積書、カタログ等）

４　商業登記簿謄本（法人の場合）

５　その他商工会議所等が必要と認めて指示する書類

	


（別紙の記載事項（企業活性化支援分））

事　業　計　画　書

	１　企業活性化の内容（該当するものに○を付けること。）

(ｱ)　新製品開発、新分野開拓などの構造改革に対応するための事業

(ｲ)　受注の確保、販売の促進などの事業拡大のための事業

(ｳ)　企業のイメージアップ、人材の育成などの企業体質を改善するための事業

(ｴ)　特許利用料や製品化のための開発費等の開放特許等の活用事業

(ｵ)　その他

　　　　　具体的内容

	

	２　具体的な資金使途及び積算根拠
	

	
	区分
	項　　　　目
	単位
	数　量
	単　価
	金　　額
	備　　考

	
	
	小　　　計
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	小　　　計
	
	
	
	
	

	
	
	小　　　計
	
	
	
	
	

	
	合　　　計
	
	
	
	
	

	
	(注)　区分ごとに該当する経費の明細を記入のこと。

	
	

	３　資金調達計画
	

	
	区　　　　分
	金　　　　　額
	金　融　機　関
	借入予定年月日

	
	当該借入金
	千円
	
	

	
	その他借入金
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	

	
	そ　の他
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	
	

	
	（添付資料）

１　過去２事業年度の決算書の写し

２　商業登記簿謄本（法人の場合）

３　その他商工会議所等が必要と認めて指示する書類


